
～製品安全への取り組み～ 
すべてはお客様の安心・安全のために 

２０１９年11月 上新電機株式会社 



【会社概要】 
社     名   上新電機株式会社／Ｊｏｓｈｉｎ Ｄｅｎｋｉ Ｃｏ, Ｌｔｄ． 

本社所在地     〒556-8550 大阪市浪速区日本橋西１－６－５ 

           ＴＥＬ ０６－６６３１－１２２１         

創     業   昭和２３年（1948年）５月１１日 

設     立   昭和２５年（1950年）２月２日 

売  上  高    連結 ４，０３８億３２百万円（２０１９年３月期） 

            単体 ３，９９３億０２百万円（２０１９年３月期） 

資  本   金    １５１億２１百万円 

上場取引所   東証一部 

従 業 員 数    連結 社員数 ３，３７９名 平均臨時従業員数 ３，６２３名 

           （２０１９年３月３１日現在） 

店  舗  数   ２３７店舗（RC ２２０、関係会社 １２、ＦＣ ５） 
             （２０１９年３月３１日現在） 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟ   Joshin web 
 
取 扱 商 品    家電製品、情報通信機器、エンターテインメント商品、 
           住宅設備機器  これらに関連する商品と付帯事業 
 
社    是    「愛」 
営業ｷｬｯﾁﾌﾚｰｽﾞ 「まごころサービス」 
           ※昭和３１年（1956年）に修理サービス部門を設立。 
ホームページ  http://www.joshin.co.jp/ 
 
※当社は、阪神タイガースのオフィシャルスポンサーです。 

製品安全対策ゴールド企業マーク 
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ISO14001 認証取得 
（本社ビル） 

ISO22301 認証取得 
上新電機株式会社（本社） 
販売拠点の活動に関わる維持管理及び運営
サポート（事業継続マネジメントシステム） 

http://www.joshin.co.jp/


当社は「製品安全対策優良企業表彰」の大企業小売販売事業者
部門において、制度初の3連続「経済産業大臣賞」を受賞しました
（2008年度・2010年度・2012年度。応募規定により受賞翌年度の
応募資格なし）。 
これにより、2014年6月、経済産業大臣賞（あるいは金賞）3回以
上の受賞企業を対象に創設された「製品安全対策ゴールド企業
マーク」を初めて授与され、同制度上初の「製品安全対策ゴール
ド企業」に認定されました。 
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■ 当社の受賞歴について 

製品安全対策ゴールド企業マーク 



 社是「愛」＝「常に相手の立場に立って考え、行動する」 

■ 当社の基本ポリシー 

2.1 商品・サービスの選定基準 
◇ お客様の安全性を最優先して、取り扱う商品・サービスを選定する。 
◇ お客様の望む商品・サービスをどこよりも早く展開する。 
◇ 市場価格を敏感にとらえ、値頃感のある価格で提供する。 

「行動規範」冊子（グループ全従業員に配付） 
まごころサービス（営業のキャッチフレーズ） 
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【製品安全の基本方針】 
ジョーシングループ 製品安全自主行動指針 

１．お客さまに安心してご使用いただける製品の提供及び修理・設置工事に努めます。 

高性能かつ安価な製品の販売を追求するだけでなく、お客さまが安心してご使用いた 
だける製品やサービスをご提供することが当社の社会的責任であると深く認識し、 
快適かつ安全・安心な社会の構築に貢献いたします。 

２．製品事故等の情報を速やかに収集し、お客さまにご提供いたします。 

製品事故等（欠陥、不具合、類似製品の事故）が発生した場合、お客さま、製造事業者、 
輸入事業者、修理・設置事業者等から積極的に情報を収集し、社内共有するとともに、 
速やかに情報をお客さま、製造事業者、輸入事業者、修理・設置事業者等に提供いたし 
ます。 
これにより、被害の拡大を防ぎ、事故再発の防止、原因究明に貢献いたします。 

4 



ジョーシングループ 製品安全自主行動指針（続き） 

３．製品事故等の報告体制、製品回収体制を整備いたします。 

万が一、ご提供した製品によって、お客さまに危害を及ぼすおそれのある事が発覚した
場合等、事故の発生及び拡大を阻止するべく、必要があれば自主的に行政等の関連 
機関にも報告するなど、製造事業者、輸入事業者による迅速かつ的確なリコール（製品 
回収）等が行われるよう積極的に協力し、お客さまの安全確保を最優先に行動いたしま
す。 

４．製品の正しい使い方の周知、啓発に努めます。 

製品の誤使用による事故の発生や被害拡大を未然に防止するため、製品の正しい 
使い方の周知・啓発活動を積極的に推進いたします。 
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ジョーシングループ 製品安全自主行動指針（続き） 

５．リスク管理体制を整備し、製品安全体制の維持・向上を図ります。 

製品安全確保のためのリスク管理体制を整備し、製品安全に関する社内外からの情報
に迅速かつ的確に対応できる組織体制および従業員教育体制を充実させてまいります。 
また、定期的に社内モニタリングを実施するなど、社内体制の維持・向上に努めます。 

６．経営の基本方針に「お客さま重視」「製品安全の確保」を掲げ、実行いたします。 

これらの基本方針を当社の全従業員に徹底するため、経営の基本方針に「お客さま重視」 
「製品安全の確保」を掲げ、製品安全管理とコンプライアンスの遵守に努めます。 

上新電機株式会社 
２００７年１２月２５日制定 
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【当社の製品安全マネジメント推進体制】 

ジョーシングループ 

販売 

アフター 
サービス 

製造 

NITE 
（製品評価技術基盤機構） 

経済産業省 

上新電機（株） 

商品部 

ｼﾞｮｰｼﾝｻｰﾋﾞｽ㈱ 

上新電機（株） 

 CSR推進室 
（推進事務局） 

営業部（店舗・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟ等） 

上新電機（株） 
お客様データ管理部署 

上新電機（株） 
情報システム部 

業務委託業者 製品ご使用者様 ・ お客様 
教
育

 

教育 

メーカー 

製品安全優良企業 
コミュニティ 
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■ 取引先との「製品の安全性に関する覚書」の締結 

売買基本契約書締結時に、「製品の安全性に関する覚書」も同時に締結いたします。 

現在、４４８社（２０１９年６月現在）と締結済みです。 

「製品の安全に関する覚書」 

【取引開始にあたっての「安全性」確認】 

売買基本契約書 

秘密保持契約書 

製品の安全性に関する覚書 

取引開始のための契約書類 

安全な製品を販売するための取り組み 

不具合対応の都度 締結する文書 

＋ 
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■ 仕入担当者は「製品安全基準評価シート」にて製品を評価 

■ 倒産品等、製品安全に不安がある商品は取り扱わない 

安全性を第１とし、安全性の確認できない商品は仕入れません。 

既に販売中の商品についても不具合情報入手次第、速やかに店頭から撤去します。 

【仕入商談時の「安全性」確認】 
安全な製品を販売するための取り組み 

9 「製品安全基準評価シート」 



【修理履歴データを活用し、 
          メーカー様の製品開発・改良に協力】 

■ 修理履歴データに基づく製品特性情報の提供フロー 

修理履歴データに基づく製品特性を随時メーカー様に情報提供し、メーカー様の 
製品開発・改良に協力しています。 

修理受付DBと修理技術情報DBを突き合わせ、 
製品ごとの故障特性を分析 

該当メーカー様に上記の製品特性情報を提供し、改善提案・要望を行う 

メーカー様にて、製品開発・改良等に活用 

修理受付データベース 
（顧客別修理履歴管理） 

修理技術情報データベース 
（商品別故障傾向管理） 

店舗、サービスセンター、
コールセンターにて登録 

修理受付実績 
(過去３年間平均) 
年間460,000件 

安全な製品を販売するための取り組み 

◎メーカー様との情報交換会実施回数 
2016年度 40回 
2017年度 41回 

 2018年度 40回  

①位置変更（ドア部の下から上へ） 
②イラスト追加 
③文字の大きさ（約３mm→約4mm） 

メーカーの製品改良事例 
・ドラム式洗濯機のドアに、 

 絵で示した注意喚起シール 
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■ 教育体制 

その他、メーカー様の従業員研修にも製品安全教育等の講師として参加しています。 

【教育体制・資格取得について】 

【製品安全関係の社内研修（集合研修）】 

これらの他、eラーニングシステムを活用した社員教育を随時実施しています。 

商品搬入、設置工事等の教育訓練施
設「Joshin トレーニングハウス」を
2011年に開設。 
様々なお客様宅の家屋構造に対応し
た教育訓練を行っています。 
（2012年4月に特許取得） 

安全な製品を販売するための取り組み 

◎管理職候補者研修 〈年間１０回以上開催〉 
◎サービス技術研修 〈年間２００回以上開催〉 
◎太陽光・住宅リフォーム研修 〈年間１０回以上開催〉 
◎営業店スタッフ 商品設置体験研修 〈年間１０回以上開催〉 
◎新入社員研修 
◎パートタイマー研修 〈年間１０回以上開催〉 

【製品安全社外研修】 
◎配送・工事 
  協力会社向け研修 
          〈年間８０回以上開催〉 
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■ お客様の声を聴く仕組み 

■ 外部の意見を聴く仕組み 

当社の電気工事は､必ず電気工事業を登録している 
電気工事士が施工する体制を整備しています。 

電気工事士有資格者数 3,143名           
2019年5月31日現在               
（グループ計 設置工事協力会社含む） 

お客様から頂戴した製品安全に対するご意見を、CS推進部が    
分析し、製品安全対策に役立てています。 

■ 法令遵守体制の徹底（電気工事等） 

店頭掲示POP 

CS推進部が定期的に大阪府消費生活センターを訪問し、 
多岐にわたる消費者からの相談内容や製品安全情報等を 
交換して、製品安全活動に役立てています。 
 

製品を安全に使用してもらうための取り組み 

【法令遵守・お客様の声を聴く仕組み】 

【お客さまアンケートの種類】 
 ◎配達・工事・修理部門「お客さまのご意見」アンケート 
 ◎営業店設置「お客さまのご意見」アンケート 
 ◎WEBアンケート（※） 
※2017年5月から、お客さまにお渡ししているレシートに、アンケートウエブサイトにつながる 
  ２次元バーコードとURLを印刷してお客さまにアンケートへのご協力をお願いしています。 
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  ①使用方法を誤るとケガをする恐れがある製品への注意喚起 
  ②本来の目的以外の使用によって故障や事故等が発生する場合の注意喚起 
  ③長く快適に使うために「注意事項」がある製品の注意訴求 
  ④長期使用製品安全表示制度の対象製品に対する注意喚起 
  ⑤一般社団法人 日本電機工業会が注意を呼びかけている製品に対する注意喚起 

POP①例 POP②例 POP③例 POP④例 経年劣化の注意喚起DM例 

■ 経年劣化が心配な製品のご購入者へのダイレクトメール送付 

■ 製品の安全使用に関するＰＯＰを掲示 

【製品の安全使用に関するPOP、ダイレクトメール】 
製品を安全に使用してもらうための取り組み 

POP①例 

POP⑤例 
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【長期使用製品安全点検制度 所有者票の回収促進】 
対象機種を販売・設置する際の、お客様への安全点検制度説明と「所有者票」記入 
サポートを確実に行うため、当社独自の工夫をしています。 

■ 安全点検制度対象機種販売・設置時のお客様への説明 運用フロー 

対象機種は総て、商品をお届け時に 
設置工事を行う機種であるため 
「説明要領」にて、お客様への説明 
事項を設置業務担当者に徹底して 
います。 

設置工事の際、「説明要領」に則り説明後、 
「所有者票についてのご確認書」にて 
お客様に確認いただき、 
確認の証としてお客様 
サインをいただきます。 
（ご確認書は２部作成し、 
お客様・当社の両方で保管） 

「個人情報管理基準」に則り、 
サービスセンターにて保管。 

主な販売機種 

製品を安全に使用してもらうための取り組み 
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当社独自の確認書による 
運用を行っています。 



１９７４年以降のご購入者情報を抽出できるシステムを整備。 

①自社が販売したすべてのご購入履歴情報を対象として抽出。                         
②メーカー様と協力して、可能な限り自社で訪問点検・修理を実施。 

            《 メーカー様のリコール対応を支援 》  

③抽出した全購入者の内、上記以外のすべてのお客様にダイレクトメールを発送。               

■ 購入者履歴データベースの構築 

ジョーシンカード会員データベース 

法人職域販売履歴データベース 販売（お届け）履歴データベース 

インターネット販売履歴データベース 

ご購入手続きの都度、お客様個人情報を最新の状態にメンテナンス 
（DMが届かなかった会員様は次回来店時にご連絡先を再確認） 

■ リコールが発生した場合の当社対応手順 

販売履歴DB 

11億9,300万件超 

【購入者履歴データベース構築とリコール実績】 

当社は自社ポイントカード会員以外に、インターネットモールへの出店、 
法人向け販売等、多数の販売ルートをもっております。 

会員番号バーコードにて 
個人情報をメンテナンス 

事故やリコール等が起きた際の取り組み 

〔２０１９年５月現在〕 
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上記は製品安全に関わる重大案件に限定した集計です。この他にも多数の不具合対応DMを発送し
ています。 

■ リコール対応実績 （過去14年間累計 重大事故対応に限定して集計） 

製品安全DM発送・訪問点検対応数 ： 約133万件 
（2005年4月1日～2019年3月31日実績） 

事故やリコール等が起きた際の取り組み 

16 
（年度） 



■ 不具合情報のデータベース化を推進 
Step１．不具合情報（不具合製品）をデータベース化し、全社で共有化。 

Step２．不具合製品と部品・消耗品とを関連づけたデータベースに改良。 

 Step３．部品・消耗品の購入者データを元に、該当する不具合ダイレクトメールを 
       送付できる体制を構築。 

データベースには約207万件の
製品情報・関連情報を搭載。 
他社PB商品等、当社で扱って

いない製品に関する情報も搭
載しています。 

【不具合情報のデータベース化と活用】 

■当社からお客様に提供する安全情報のパターン 

①当社でご購入の製品に対するリコール情報 
②当社でご購入の消耗部品等からご使用製品が特定できる場合、その製品のリコール情報 
  （ご使用製品は他社で購入された場合及び他社PB商品も含む） 
③当社でご購入の製品で、誤使用による重大事故発生の可能性が高い場合の注意喚起情報 
④当社でご購入の製品に関する経年劣化による事故発生の注意喚起情報 

事故やリコール等が起きた際の取り組み 

・生ゴミ処理機の事例紹介 

ＰＤＡ端末 
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■ＰＣ端末・携帯情報（ＰＤＡ）端末による不具合情報の提供  

事故やリコール等が起きた際の取り組み 

販売員は携帯情報（PDA）端末を常に携帯してお客様に対応。 
お客様が部品・消耗品等の問合せ来店時に、該当製品の不具合  
情報も併せて確認し、お客様に情報提供いたします。 
他社PB商品等、当社で扱っていない製品の不具合情報も、     
お客様に案内できるようにしています。 

１年間の問合せ検索 
件数（全店ベース）は 
約130万件。 

明細 

部品等の検索結果画面 
ＰＤＡ画面① 

ＰＤＡ画面② 

お問合せに回答 
＋ 

関連する不具合 
情報を提供 



■リコール事案毎に、リコール対応促進のためメーカー様にアイデア提供 

①封書よりもハガキ形式の方がお客様の反応率が高い。 
②製品本体の画像（写真・絵）を入れて分かりやすく説明。 
③往復ハガキを使用すれば廃棄情報も収集できる。 
④ご購入者とご使用者（設置場所）が異なる場合が多い製品に 
 対する案内方法。 
⑤伝えたい情報が多い場合は圧着ハガキに切手を貼る。 
⑥間違いやすい電話番号は、数字の間隔を変えて注意を促す。 
⑦インターネットでのご購入者にはダイレクトメールだけでなく 
  eメールでのご案内も追加実施。   等                                                                     

【お取引先（メーカー）様へのアイデア提供】 

【 リコール告知ダイレクトメールに関するアイデア提供の例 】 

【 製品使用者の特定など、リコール対応促進のためのアイデア提供の例 】 
①消耗品・部品購入履歴から製品本体使用が推定できる場合の対応。  （例：生ゴミ処理機、天井ファン照明） 

②リコール製品を搭載した機器が複数メーカーから販売されている場合の対応。 （例：蛍光ランプ） 
③リコール製品搭載機器が商業施設に設置されている可能性が高い場合の対応。 
④メーカーの対応方針（部品郵送・交換品宅配便送付）に対し、高齢社会を念頭に 
  訪問しての交換を提案。             （例：照明器具、空気清浄機）  
⑤年数の経っている住設機器に対するリコール対応促進策。          （例：浴室乾燥機） 等  
⑥リコール対応促進のためのフォロー対応の提案。                   （例：エアコン） 等                                                                

事故やリコール等が起きた際の取り組み 
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製品安全文化構築への取り組み 

【お客さま等への啓発活動】 

小学校高学年向け 製品安全教育モデル授業の様子 

経済産業省からの要請を受け、2016年11月に
大阪府堺市東三国ヶ丘小学校の５年生を対象
に、「小学校高学年向け 製品安全教育モデル
授業（安全な生活を求めて－目指せ！製品安
全リーダー 製品安全について考えよう）」を実
施しました。 

■小学生向け各種プログラムの実施  

また、大阪府との包括連携協定の連携項目の一つとして
「放課後子ども教室（府内の小学校への出前授業）」の活
動プログラムに登録（登録プログラム名：家電製品の安
全について考えよう！）しており、府内の小学校からの要
請があれば、出前授業を行う体制を整えています。 

「放課後子ども教室」で使用する資料 
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製品安全文化構築への取り組み 

インターネットショッピングサイトの中には購入者
に製品リコール情報を届けることのできないサイト
も多数あります。 
 
当社では、webサイトを利用して、インターネット

（パソコン、スマートフォン）を利用される消費者に
向けて製品安全に関する注意喚起情報を提供す
るなど、製品安全意識の啓発に努めています。 
 

■インターネットユーザーに対する啓発活動  

《 Joshin web ショップ》 
21 

《 当社コーポレートサイト》 



製品安全文化構築への取り組み 

【製品安全に関する「統合的開示」】 
■「産業保安及び製品安全における統合的開示ガイダンス」（経産省）での紹介  
経済産業省は、2019年2月に、企業における安全に関
する情報開示を促進するために、企業が安全に関する
自社の取り組みを「統合報告書」で開示する際の手引
きとなる「産業保安及び製品安全における統合的開示
ガイダンス」をとりまとめました。 

企業の安全に関する情報開示

（経産省資料より）

ＥＳＧ投資を活用した安全性高度化のイメージ

企
業
に
対
す
る
投
資

現 状

ゴール

各企業の安全性に対する取り組
みは、十分に発信されていない。

安全性に関する情報が投資判
断に活用され、投資につながり
持続的成長・安全性向上につ
ながる

情報開示の理解促進
（「ガイダンス」の活用）

 
①製品安全に関する意識が社内で根付いており、戦略に組み込まれていることが伝わる。 
②製品安全を重要課題に位置づけ、毎年のアクションプランとして実行していることを示し
ている。 
③表彰や外部認定などを活用し、第三者からの客観的な意見を取り入れ、製品安全を強
化するなどの盤石なモニタリング体制をとり、企業価値向上に向けた非財務面の継続的な
取り組みを積極的に発信している。 Joshin まごころ 

統合報告書2018 

研究会委員による総評 

当社は、産業保全・製品安全分野の企業432社のうち、 
「統合報告書」を作成している117社の中から、 
「安全における統合的開示の優良企業」の１社として 
選定され、当該「ガイダンス」の中で、当社発行の 
「まごころ統合報告書2018」が安全性の情報開示の 
好事例として紹介されました。 
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製品安全文化構築への取り組み 

【経済産業省ニュースリリースページより】 

【製品安全に関する「統合的開示」】 
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事業活動における効果について 

【お客様からいただいた感謝の声】 
日々の業務の中で気づいた事項や、お客様からのご指摘や喜ばれた事柄を 
社内ツールに登録し、全従業員が情報共有し、意識啓発を図っています。 
弊社製品安全の取り組みに対するお客様の声も多数登録されていますので 
その中の一部をご紹介いたします。 

お電話にてコードレス電話機の充電池のお問い合わせがあり、本体の型式か
ら確認したところ、ＡＣアダプターのリコールがかかっている事がわかり、メーカ
ーの連絡先をご案内しました。今まで電話機の不調の原因がわからず、何度か
電池交換されていたとのこと。「ジョーシンさんで買った商品でもないのに調べて
くれてありがとう」と言って頂けました。 

洗濯機の糸くずフィルターを探していたお客様がいらっしゃって、社内システムにて型番を
検索したところ、洗濯機本体がリコール商品でした。お客様はリコール商品だったことを
知らず使用されていましたので、その場で修理（リコール点検）受付をし、フィルターもご
購入頂きました。 
「だからジョーシンさん好きなんだよね！貴重な情報を教えてくれてありがとう！」と言って
頂きました。  

24 

「ジョーシンから乾燥機の不具合告知ハガキが送られてきました。この製品は25年前、
新婚当時に購入したものなので、既に新しい製品に買い替えていますが、25年前の
購入履歴から製品の不具合情報が提供されたことに驚きました。しかも、新婚当時の
家から転居していたにもかかわらず、その不具合告知ハガキが現在の住所に届いた
ことにも驚きました。ジョーシンの会員になって、ジョーシンで購入していて良かったと
改めて思い、このハガキを記念として保管しています。」 

〔社内イントラネット 情報共有ツール〕 



ご清聴ありがとうございました。 

https://www.joshin.co.jp/joshintop/csr/approach/ 
当社ホームページ（製品安全への取り組み説明ページ）はこちら 
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